
北薩広域行政事務組合公告第４号

公募型プロポ」ザルを実施するので、次のとおり公告する。

令和８年７月１４日

北薩広域行政事務組合
理事長 椎

　

木

　

伸

　

一

１

　

業務名 リサイクルセンター運転管理業務委託

２

　

業務場所
鹿児島県出水市野田町上名６４９９番地９

鹿児島県阿久根市多田３７７１番地１

３

　

選定方法 公募型プロポーザル方式

４

　

業務概要

｛１，） 施設の概要

　

ア

　

施設名称

　

リサイクルセンター

　　

所 在 地

　

鹿児島県出水市野田町上名６４９９番地９

　　

主要施設

　

不燃物処理施設・資源化処理施設

　

イ

　

施設名称

　

リユース品保管用ストックヤード

　　

所 在 地

　

鹿児島県阿久根市多田３７７１番地１

　　

主要施設

　

リユース品保管用ストックヤード

（２） 業務の内容

　

本業務は、施設の運塾転管理、 清掃、 点検・記録及び敷地内外の環境整備等を

行うものとする。

　

なお、 詳細については、 別途発注仕様書で示すものとする。

５

　

履行期間 令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで （５か年契約）

６

　

事務局

（担当部署）

北薩広域行政事務組合

　

総務課

　

施設整備係
〒８９９一０５０１ 出水市野田町上名７９１８番地Ｉ

ＴＥＬ

　

Ｏ９９６一６８－８８５６

　

ＦＡＸ

　

Ｏ９９６一６８－８７５４

メ ーノレア ドレ′ス

　

ｓｅｌｂｉ＠ｈｏｋｕｓａｔｕｋｏｕｉｋｉ．ｊｐ

７

　

委託料上限額 有 （募集要項第７項のとおり）

８

　

最１氏制限価格 無

９

　

参加資格要件

１） 応募者の構成

ア

　

応募者は、本業務を実施する予定の単体企業（以下「応募企業」という。）

　

又は２若しくは３者の企業によって構成される共同企業体（以下 「応募共同

　

企業体」 という。）とする。 また、応募者は、応募企業又は応募共同企業体

　

を構成する企業（以下「構成員」 という。） が本業務を遂行する上で果たす



　

役割等を明らかにするものとする。

イ

　

応募共同企業体は、構成員の中から代表となる企業 （以下「代表企業」 と

　

いう。） を定めるとともに、当該代表企業が応募手続きを行うものとする。

　

ウ

　

応募企業又は応募共同企業体の構成員は、鹿早島県内に本業務に係る契約

　

を締結できる本店、 支店又は営業所を有していること。

エ

　

応募共同企業体の構成員の変更及び追加並びに削減は認めない。
ォ

　

応募共同企業体の構成員は、他の応募共同企業体の構成員となることはで

　

きない。

　　

なお、応募共同企業体の構成員は、 単体企業として本業務に応募すること

　

はできない。

力

　

応募共同企業体による応募の場合は、委託業務共同企業体協定書

　

卵一紙見

　

本による。） を参加表明書と同時に提出すること。

（２｝

　

応募者の参加資格要件

　

応募企業又は応募共同企業体の構成員は、次の要件を全て満たさなければな

らない。ただし、力の要件は、応募共同企業体にあっては、構成員のいずれかが

運転管理実績を有していること。
ア

　

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない

　

者であること。
イ

　

公告の日から契約締結の日までの間に、北薩広域行政事務組合物品調達等

　

に係る有資格業者の指名停止に関する要綱（平成２５年北薩広域行政事務組合

　

告示第１２号） に基づく指名停止の措置を受けている期間がないこと。

　

ウ

　

会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立て又

　

は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てが

　

なされていないこと。
エ

　

応募企業又は応募共同企業体の構成員は、 北薩広域行政事務組合の令和

　

７・８年度競争入札参加資格者名簿に登録されている者であること。
オ

　

暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成３年法律

　

第７７号） （以下 「暴対法」 という。） 第２条の暴力団をいう。） 又は暴力団

　

員等（暴対法第２条第６号の暴力団員及び暴力団の構成員とみなされる者を

　

いう。） 又は法人であってその役員が暴力団員でないこと。
力

　

一般廃棄物処理施設の不燃物処理施設及び資源化処理施設において、知識

　

や技術力のほか運転保守管理に関するノウハウを有し、３年以上継続して運

　

転管理業務の実績があること。 ただし、 国、 地方公共団体等が発注し、 平成

　

２８年４月１日以降に完了又は現在履行中の業務実績に限る。

　　

なお、共同企業体での実績は当該共同企業体の代表企業としての実績に限

　

るものとする。
（３） 有資格者の配置

　

本業務を適正かつ円滑に運営するため、別に定める発注仕様書に記載の実務

経験及び資格を有する者を、必ず配置すること。 ただし、同一人が複数の資



格を兼ねて良いものとする。
４） 資格確認基準日

　

応募資格審査の資格確認基準日は、参加表明書の提出日とする。

１０

　

プロポーザル

審査委員会

　

プロポーザル審査は、別に定める「運転管理業務委託に係るプロポーザル審査

委員会」（以下、「審査委員会」 という。） が行う。

　

なお、審査委員会の委員については、審査における公平性及び透明性を確保す

るため、 プロポーザル審査終了後に公表するものとする。

１１

　

審査方法

１） 参加資格審査

　

提出された参加表明書等により企業力及び業務管理付帯り等を評価し、技術提

案書の提出、 プレゼンテーション及びヒアリングの参加を要請する者を選定す

る。

２） 柿術提案等審査

　

提出された技術提案書等について、書類審査並びにプレゼンテーション及び

ヒアリングを行い評価し、参加資格審査及び価格の評価点を加算して、最優秀

者及び次点者を選考する。
３〉 審査基準

　

別紙 「募集要項」 第１９項のとおり

１２

　

募集要項等の

交付期間及び方法

１〉 交付期間

　

令和８年７月１４日 （火） から令和８年８月１７日 （月） まで

２〉 交付方法

　

本組合ホームページからダウンロード

　　　

ｈｔｔｐ：／／ｈｏｋｕｓａｔｕｋｏｕｉｋｉ．ｊｐ／

１３

　

参加表明書等の

提出手続き

１｝

　

提出期限

　

令和８年８月１７日（月） 午後５時まで

　　　　　　

※

　

受付時間 ＝開庁日の午前９時から午後５時まで

２） 提出場所及び方法

ア

　

「６の事務局」 に同じ

イ

　

持参又は郵送 （簡易書留に限る。）

　　

持参する場合には、 提出する日の前日 （前日が閉庁日に当たる場合は、 そ

　

の直前の開庁日） の午後５時までに 「６の事務局」 へ竜。。塵給すること。

　　

なお、 郵送の場合は、 提出期限内に 「６の事務局」 へ必着のこと。
ウ

　

事務局にて提出書類の受領確認後、参加表明書受領書を交付する。

１４

　

参加資格審査

結果の通知

１） 通知日 （発送日）

　

令和８年９月４日（金）

２） 通知方法

　

応募企業（応募共同企業体については代表企業） の代表者に対して行うもの

とする。



１５

　

技術提案書の

提出手続き

　

参加資格審査により選定された者を対象とした技術提案書の提出を求めら

れた者は、 次により提出すること。

（１） 提出期限

　

令和８年１０月７日 （水） 午後５時まで

　　　　　　

※

　

受付時間：開庁日の午前９時から午後５時まで

（２） 提出場所及び方法

ア

　

「６の事務局」 に同じ

イ

　

持参又は郵送（簡易書留に限る。）

　　

持参する場合には、 提出する日の前日 （前日が閉庁日に当たる場合は、 そ

　

の直前の開庁日） の午後５時までに 「６の事務局」 へ電話連絡すること。

　　

なお、 郵送の場合は、 提出期限内に 「６の事務局」 へ必着のこと。

　

ウ

　

事務局にて提出書類の麦峡畔。後、 技術提案書受領書を交付する。

１６

　

質問の受付

応募申請及び募集要項等に質問がある場合は、 次により質問書を提出するこ

と。

（１） 受付期間

　

令和８年７月１５日（水） から令和８年８月３日（月）午後５時まで

（２） 提出方法

　

電子メールにより 「６

　

事務局」 のメールアドレスへ添付ファイルとして提

出すること。

　

なお、 電子メール以外での質問には回答しない。

（３） 回答期限

　

令和８年８月１０日 （月） 午後５時

　

随時回答するが、 最終回答期限を示すものである。
（４｝

　

回答方法

　

北薩広域行政事務組合ホームページ （ｈｔｔｐ＝／／ｈｏｋｕｓａｔｕｋｏｕｉｋｉ．ｊｐ／） に掲載

１７

　

その他

（１｝ 提出書類等の取扱い

ア

　

提出された参加表明書及び技術提案書等（以下「提出書類等」 という。）

　

は、 返却しない。
イ

　

提出書類等は、本業務の目的を達成するために必要な範囲において複製す

　

ることがある。

　

ウ

　

提出書類等は、本業務の目的を達成するために必要な範囲を超えて、無断

　

で使用しない。
ェ

　

提出書類等は、公平性、透明性及び客観性を期するために公表することが

　

ある。

オ

　

提出後の提出書類等の差替え及び再提出は認めない。
（２｝

　

失格

　

応募者が次の各号のいずれかに該当する場合は、失格となる。
ア

　

参加資格の要件を満たさなくなった場合

イ

　

提出書類等が提出期限までに提出されなかった場合



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

ウ

　

提出書類等に虚偽の内容か記載されている場合

エ

　

審査の公平性を害する行為を行った場合

オ

　

見積金額が、委託料上限額を超えている場合

力

　

その他、「募集要項」 第１１項のとおり

｛３） その他

ア

　

本プロポーザルの参加に要した費用の全ては、応募者の負担とする。
イ

　

提出書類等の著作権は、応募者に帰属する。ただし、本組合が本プロポー

　　

ザルの審査その他本業務の実施のために必要な範囲内で、これらを無償で複

　

製し、 使用することができるものとする。

　

ウ

　

参加表明書提出後に本プロポ

　

ザルヘの参加を辞退する場合は、辞退届を

　

提出すること。
エ

　

電子メール等の通信事故については、本組合はいかなる責任も負わない。

　

オ

　

結果についての異議申立ては受け付けない。
力

　

詳細は、 別紙 「募集要項」 及び 「仕様書」 によるものとする。


